
○防衛施設周辺放送受信事業補助金交付要綱

防衛施設庁訓令第１２６号

防衛施設周辺対策事業補助金等交付規則（平成１９年防衛施設庁告示第９号）を実施す

るため、防衛施設周辺放送受信事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成１９年８月２５日

防衛大臣 小池 百合子

防衛施設周辺放送受信事業補助金交付要綱

改正 平成２３年６月２９日 防衛省訓令第２７号

改正 平成３１年４月２６日 防衛省訓令第２３号

改正 令和２年１２月２８日 防衛省訓令第６７号

改正 令和５年 ３月３１日 防衛省訓令第２２号

改正 令和５年 ４月１９日 防衛省訓令第４４号

（通則）

第１条 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第２条第１項に規定する自衛隊又は日本

国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ

合衆国の軍隊が使用する飛行場又は対地射爆撃場でターボジェット発動機を有する航空

機の離陸、着陸等が頻繁に実施されるものの周辺地域のうち別に定める区域内において、

放送法（昭和２５年法律第１３２号）第６４条第１項の規定により日本放送協会と放送

の受信についての契約（以下「放送受信契約」という。）を締結した者（以下「対象者

」という。）が行うテレビジョン放送を受信する事業（以下「事業」という。）に対す

る補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３

０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び防衛施設周辺対策事業補助金等交付規則（以下「交付規則

」という。）その他の法令に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。

（補助金の交付）

第２条 地方防衛局長及び東海防衛支局長は、事業の実施に要する経費に対し、予算の範

囲内において対象者に補助金を交付するものとする。

（補助金の交付の対象とする経費）

第３条 前条に規定する経費は、次の各号に掲げる経費とする。

（１）放送受信料 放送法第６４条第２項に規定する受信料のうち、地上系によるテレビ

ジョン放送に係るもの

（２）地方事務費 事業の実施に附帯して必要な事務費

（補助の額）

第４条 補助の額は、放送受信料及び地方事務費ごとに、それぞれ別に定める額とする。

（補助金等交付申請書の様式等）

第５条 交付規則第３条第１項に規定する補助金等交付申請書（第７条において「交付申

請書」という。）の様式は、別記第１号様式とし、同項に規定する添付書類は、次の各

号に掲げる書類とする。

（１）別記第２号様式による事業の内容及び経費配分書

（２）放送受信契約書の写しその他の放送受信契約の内容を証明する書類（第７条におい

て「契約書等」という。）

２ 交付規則第３条第１項に規定する補助金等の交付の申請の期限となる時期は、事業の

完了の日の属する国の会計年度の末日とする。

（補助事業等実績報告書の様式等）

第６条 交付規則第７条に規定する補助事業等実績報告書（次条において「実績報告書」



という。）の様式は、別記第３号様式とし、交付規則第７条に規定する添付書類は、交

付を受けようとする補助金に係る事業の実施期間における放送受信料の支払に係る領収

証その他のその支払を証明する書類（次条において「事業期間領収証等」という。）と

する。

（事業が完了している場合の様式等）

第７条 第５条第１項及び前条の規定にかかわらず、交付を受けようとする補助金に係る

事業が完了している場合における交付申請書及び実績報告書の様式は、別記第４号様式

とし、この場合における交付規則第３条第１項及び交付規則第７条に規定する添付書類

は、別記第２号様式による事業の内容及び経費配分書、契約書等及び事業期間領収証等

とする。

（防衛大臣による補助金の交付）

第８条 対象者が事業に係る補助金の交付を受けるために必要な事務を日本放送協会に委

任している場合における当該補助金の交付については、防衛大臣がこれを行うものとし、

この場合における当該補助金の交付に関しては、第２条の規定による補助金の交付の例

による。

（委任規定）

第９条 この訓令の実施に関し必要な事項は、地方協力局長が定める。

附 則（平成１９年８月２５日防衛省訓令第１２６号）

１ この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則（平成２３年６月２９日防衛省訓令第２７号）

１ この訓令は、放送法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６５号）の施行の日

（平成２３年６月３０日）から施行する。

附 則（平成３１年４月２６日省訓第２３号）

１ この訓令は、平成３１年５月１日から施行する。

２ この訓令による改正後の様式を使用するに当たっては、必要に応じ、各様式中「令和

」とあるのは「平成」とする修正を加えたものを使用することができる。

附 則（令和２年１２月２８日防衛省訓令第６７号）（抄）

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年１２月２８日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。

（１）・（２）（略）

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この訓令による改正後の様式によるものとみ

なす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。

附 則（令和５年３月３１日防衛省訓令第２２号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際、現にこの訓令による改正前の様式により使用されている書類は、

この訓令による改正後の様式によるものとみなす。

附 則（令和５年４月１９日防衛省訓令第４４号）

（施行期日）

１ この訓令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際、現にこの訓令による改正前の様式により使用されている書類は、

この訓令による改正後の様式によるものとみなす。



別記第１号様式（第５条関係）

補 助 金 等 交 付 申 請 書

令和 年 月 日

防衛局長

東海防衛支局長
殿

申請者 住 所

氏 名

令和 年度防衛施設周辺放送受信事業について、補助金の交付を受けたいので、

防衛施設周辺放送受信事業補助金交付要綱により下記のとおり補助金の交付を申請す

る。

記

１ 事 業 の 目 的：

２ 補 助 金 等 交 付 申 請 額： 円

３ 事業の内容及び経費配分：事業の内容及び経費配分書に記載のとおり

添付書類：１ 事業の内容及び経費配分書

２ 放送受信契約書の写しその他の放送受信契約の内容を証明する書類



別記第２号様式（第５条関係）

事 業 の 内 容 及 び 経 費 配 分 書

飛行場等の名称：

事 業 の 名 称：防衛施設周辺放送受信事業

経 費 の 配 分

国庫補助金 備 考

経費の区分 事業費

円 円



別記第３号様式（第６条関係）

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書

（防衛施設周辺放送受信事業）

令和 年 月 日

防衛局長

東海防衛支局長
殿

補助事業者 住 所

氏 名

令和 年 月 日付け 号で補助金交付決定の通知があった令和 年度

防衛施設周辺放送受信事業を実施したので、下記のとおり報告する。

記

１ 補助金の交付決定額及び精算額

補助金交付決定額： 円

精 算 額： 円

差 引 残 額： 円

２ 事業の内容及び成果

飛行場等の名称：

交付決定 実 績 差引増△減額

経費の区分 (A)－(B) 備 考

金額(A) 金額(B) 比 較

円 円 円

添付書類：事業の実施期間における放送受信料の支払に係る領収証その他のその支

払を証明する書類



別記第４号様式（第７条関係）

補助金等交付申請書（実績報告書）

令和 年 月 日

防衛局長

東海防衛支局長
殿

申請者 住 所

氏 名

令和 年度防衛施設周辺放送受信事業について、防衛施設周辺放送受信事業補助

金交付要綱により下記のとおり補助金の交付を申請する。

記

１ 事 業 の 目 的：

２ 補 助 金 等 交 付 申 請 額： 円

３ 事業の内容及び経費配分：事業の内容及び経費配分書に記載のとおり

４ 事 業 の 完 了 し た 日：令和 年 月 日

添付書類：１ 事業の内容及び経費配分書

２ 放送受信契約書の写しその他の放送受信契約の内容を証明する書類

３ 事業の実施期間における放送受信料の支払に係る領収証その他のそ

の支払を証明する書類


